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はじめに 
 
 我が国のドローン全体の取り組みとして、国が掲げる「空の産業⾰命に向けたロードマッ
プ」に従い、有⼈地帯での補助者なし⽬視外⾶⾏であるレベル 4 ⾶⾏を実現することを⽬
標に、環境整備、技術開発、社会実装が進められてきた。この中で、2021 年 9 ⽉に国⼟交
通省では「⼗分な強度を有する紐等（30m 以下）で係留し、⾶⾏可能な範囲内への第三者の
⽴⼊管理等の措置を講じてドローン等を⾶⾏させる場合は、以下の許可・承認を不要」とす
る航空法施⾏規則を⼀部改正した。その後、2022 年 12 ⽉に制定されたドローンの新制度に
おいても、係留は安全技術の⼀つしてとして位置づけられている。 

⼀⽅、建築分野においては、建築物の点検・調査を中⼼にドローンの利⽤が進められ、
2022 年 4 ⽉に⾚外線装置を搭載したドローンによる外壁調査が定期調査報告制度の⼀部と
して認められた。加えて、（⼀財）⽇本建築防災協会が設置した委員会により取りまとめら
れた「定期報告制度における⾚外線調査（無⼈航空機による⾚外線調査を含む）による外壁
調査ガイドライン」が作成され、その中で係留装置はドローンの⾶⾏安全対策の⼀つとして
盛り込まれた。 

（⼀社）⽇本建築ドローン協会（以下「JADA」という。）では、2018 年より建築ドロー
ン安全教育講習会の教材である「建築物へのドローン活⽤のための安全マニュアル」の中で、
ドローンを活⽤した建築物の調査における安全対策として係留を取り扱っている。さらに
2023 年より JUIDA（⽇本 UAS 産業振興協議会）との連携事業「ドローン建築物調査安全
⾶⾏技能者コース」の講義の中で、座学と実技を通して係留技術の普及・啓発をしている。 
 これより、係留に関する法令、技術開発、⼈材育成については凡そ整備されている状況で
あるが、建築物を対象に係留を⽤いてドローンを安全に利⽤するための標準的な⽅法や運
⽤の指針は定められていない。さらに、建築物の点検・調査、施⼯、保守点検等へのドロー
ン活⽤において、周囲の⾶⾏安全対策、住⺠への合意形成などの観点から、係留は不可⽋な
基礎技術となっており、係留をしてドローンを運⽤する際のより詳細なガイドラインが求
められている。 
 これら社会的背景を踏まえ、JADA では建築・ドローン・係留に関わる有識者・実務者か
ら構成される「建築ドローン係留技術ガイドライン作成 SWG」を設置し、「建築物における
係留を⽤いたドローン運⽤ガイドライン（案）」を作成・制定した。本ガイドラインは全 5
章から構成されており、総則にて係留に関わる適⽤範囲を定めた後、事前調査、係留装置の
選択、測定装置及びドローン、並びに係留装置を構成する装置等の選定、係留を⽤いたドロ
ーン⾶⾏の計画、実施、記録及び報告にについてガイドラインを提⽰し、それぞれ網羅的か
つ具体的な標準的な運⽤に適⽤できるように解説している。 

本ガイドラインが、関係者の皆様にとってドローンの活⽤における安全対策および実運
⽤の⽅法を⽀援する⼀助となれば幸いである。 

（⼀社）⽇本建築ドローン協会 


